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(1)連結経営成績（累計） (％表示は、対前年中間期増減率)

売上収益 営業利益 税引前利益 中間利益
親会社の所有者に
帰属する中間利益

中間包括利益
合計額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 2027年3月期中間期 1,626,358 3.8 107,602 2.1 118,011 △23.8 84,142 △68.3 82,581 △68.5 108,004 △61.8

 2026年3月期中間期 1,566,542 0.9 105,345 145.0 154,952 257.3 265,654 552.8 262,002 635.2 282,440 654.8

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 2027年3月期中間期 － － △6,359 － △5,295 －

 2026年3月期中間期 － － △15,982 － 174,114 －

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 2027年3月期中間期 1,626,358 3.8 113,961 △6.1 87,876 △0.0

 2026年3月期中間期 1,566,542 0.9 121,327 83.6 87,888 81.4

基本的１株当たり
中間利益

希薄化後１株当たり
中間利益

円 銭 円 銭

 2027年3月期中間期 47.68 47.55

 2026年3月期中間期 147.47 147.14

＜調整後＞

円 銭 円 銭

 2027年3月期中間期 50.74 50.60

 2026年3月期中間期 49.47 49.36

資産合計 資本合計
親会社の所有者に

帰属する持分
親会社所有者
帰属持分比率

百万円 百万円 百万円 ％

 2027年3月期中間期 3,310,020 2,062,583 2,042,743 61.7

 2026年3月期 3,416,621 2,048,459 2,028,787 59.4

1．2027年3月期第2四半期（中間期）の連結業績(2026年4月1日～2026年9月30日)

＜調整項目＞

＜調整後＞

（注）調整後営業利益は、営業利益から事業再編、事業構造改革、M&A等に伴う損益ならびに制度変更等による一過性の損益（調整項目）を控除

した、本業での実質的な利益を示す指標です。

（注）調整後中間利益は、親会社の所有者に帰属する中間利益から事業再編、事業構造改革、M&A等に伴う損益ならびに制度変更等による一過性

の損益およびこれらに係る税金相当（調整項目）を控除した利益指標です。

（注）2025年3月期第4四半期よりデバイスソリューションを非継続事業に分類しております。これにより非継続事業からの利益は、要約中間連結

損益計算書上、継続事業と区分して表示しております。したがって売上収益、営業利益及び税引前利益は継続事業の金額を表示しておりま

す。

(2)連結財政状態

（注）当第1四半期連結会計期間において、企業結合にかかる暫定的な会計処理の確定を行っております。前年度末の金額は、この暫定的な会計

処理の確定の内容を反映させております。



年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

 2026年3月期 － 15.00 － 35.00 50.00

 2027年3月期 － 25.00

 2027年3月期(予想) － 30.00 55.00

                                              　　　　　　　　　 (％表示は、対前期増減率)

売上収益 営業利益
親会社の所有者に
帰属する当期利益

基本的１株当たり
当期利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,510,000 0.2 415,000 19.1 310,000 △31.0 182.43

＜調整項目＞

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

通期 － － △10,000 － △10,000 －

＜調整後＞

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,510,000 0.2 425,000 8.8 320,000 7.3 188.31

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2027年3月期中間期 1,739,778,265株 2026年3月期 1,739,778,265株

②  期末自己株式数 2027年3月期中間期 13,160,155株 2026年3月期 5,000,060株

③  期中平均株式数（中間期） 2027年3月期中間期 1,731,907,042株 2026年3月期中間期 1,776,646,816株

2．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

3．2027年3月期の連結業績予想(2026年4月1日～2027年3月31日)

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

※  注記事項

(1)当中間期における連結範囲の重要な変更：無

(2)会計方針の変更・会計上の見積りの変更

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無

②  ①以外の会計方針の変更                ：無

③  会計上の見積りの変更                  ：無

(3)発行済株式数（普通株式）

※  第2四半期（中間期）決算短信は公認会計士又は監査法人のレビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が提出日現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提

に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。実際の業績等に影響を与える可能性のある重要な要因

には、以下の事項があります。なお、業績に影響を与える要因はこれらに限定されるものではありません。

・主要市場における景気動向（特に日本、欧州、北米、オセアニア、中国を含むアジア）

・為替動向、金利変動

・資本市場の動向

・価格競争の激化

・技術開発競争による市場ポジションの変化

・部品調達環境の変化

・提携、アライアンス、技術供与による競争関係の変化

・公的規制、政策、税務に関するリスク

・製品、サービスの欠陥や瑕疵に関するリスク

・不採算プロジェクト発生の可能性

・研究開発投資、設備投資、事業買収・事業再編等に関するリスク

・自然災害や突発的事象発生のリスク

・会計方針の変更

　業績予想値算出の前提となる条件等については本日別途当社ウェブサイト及びTDnetにて開示いたしました「2026年度第2四半期決算概要」

（プレゼンテーション資料）をご参照ください。
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（単位：百万円）

前年度末
（2026年 3月31日）

当中間会計期末
（2026年 9月30日）

資産

流動資産

現金及び現金同等物 450,366 413,389

売上債権 897,958 508,243

その他の債権 59,589 60,203

契約資産 217,679 367,547

棚卸資産 204,090 321,587

その他の流動資産 113,129 121,145

流動資産合計 1,942,811 1,792,114

非流動資産

有形固定資産 360,881 374,241

のれん※ 108,662 107,075

無形資産※ 277,673 279,344

持分法で会計処理されている投資 84,551 87,949

その他の投資 157,580 164,880

退職給付に係る資産 206,615 244,841

繰延税金資産 205,938 177,385

その他の非流動資産 71,910 82,191

非流動資産合計 1,473,810 1,517,906

資産合計 3,416,621 3,310,020

負債及び資本

負債

流動負債

仕入債務 385,421 387,456

その他の債務 374,069 303,518

契約負債 179,972 182,394

借入金及びリース負債 42,797 40,487

未払法人所得税 63,119 40,009

引当金 38,882 34,235

その他の流動負債 26,203 26,725

流動負債合計 1,110,463 1,014,824

非流動負債

借入金及びリース負債 90,297 86,050

退職給付に係る負債 92,171 85,965

引当金 30,231 28,528

繰延税金負債※ 28,158 17,999

その他の非流動負債 16,842 14,071

非流動負債合計 257,699 232,613

負債合計 1,368,162 1,247,437

資本

資本金 325,638 325,638

資本剰余金※ 107,483 105,559

自己株式 △10,827 △40,712

利益剰余金 1,533,254 1,579,070

その他の資本の構成要素 73,239 73,188

親会社の所有者に帰属する持分合計 2,028,787 2,042,743

非支配持分 19,672 19,840

資本合計 2,048,459 2,062,583

負債及び資本合計 3,416,621 3,310,020

要約中間連結財務諸表及び主な注記
（１）要約中間連結財政状態計算書

　　　※前年度末の金額は、企業結合にかかる暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。
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（単位：百万円）

 前中間連結会計期間
(自　2025年 4月 1日
　至　2025年 9月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年 4月 1日
　至　2026年 9月30日)

継続事業

売上収益 1,566,542 1,626,358

売上原価 △1,030,261 △1,078,194

売上総利益 536,281 548,164

販売費及び一般管理費 △432,428 △457,652

その他の収益 24,530 27,298

その他の費用 △23,038 △10,208

営業利益 105,345 107,602

金融収益 7,634 9,488

金融費用 △3,332 △2,255

持分法による投資利益 45,305 3,176

継続事業からの税引前中間利益 154,952 118,011

法人所得税費用 △35,639 △33,869

継続事業からの中間利益 119,313 84,142

非継続事業

非継続事業からの中間利益 146,341 －

中間利益 265,654 84,142

中間利益の帰属：

親会社の所有者 262,002 82,581

非支配持分 3,652 1,561

合計 265,654 84,142

１株当たり中間利益

基本的１株当たり中間利益（円） 147.47 47.68

希薄化後１株当たり中間利益（円） 147.14 47.55

継続事業からの１株当たり中間利益

基本的１株当たり中間利益（円） 66.46 47.68

希薄化後１株当たり中間利益（円） 66.31 47.55

（２）要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書
（要約中間連結損益計算書）

（単位：百万円）

 前中間連結会計期間
(自　2025年 4月 1日
　至　2025年 9月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年 4月 1日
　至　2026年 9月30日)

中間利益 265,654 84,142

その他の包括利益

純損益に振り替えられることのない項目

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融
資産

6,958 4,451

確定給付制度の再測定 11,767 23,434

持分法適用会社のその他の包括利益持分 65 196

18,790 28,081

純損益にその後に振り替えられる可能性のある項目

在外営業活動体の換算差額 3,094 △4,026

持分法適用会社のその他の包括利益持分 △5,098 △193

△2,004 △4,219

税引後その他の包括利益 16,786 23,862

中間包括利益 282,440 108,004

中間包括利益の帰属：

親会社の所有者 278,700 106,555

非支配持分 3,740 1,449

合計 282,440 108,004

（要約中間連結包括利益計算書）
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（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

自己株式
利益
剰余金

その他の
資本の
構成要素

合計

2025年 4月 1日残高 325,638 221,596 △559,726 1,700,968 52,489 1,740,965 161,102 1,902,067

中間利益 － － － 262,002 － 262,002 3,652 265,654

その他の包括利益 － － － － 16,698 16,698 88 16,786

中間包括利益 － － － 262,002 16,698 278,700 3,740 282,440

自己株式の取得 － － △20,530 － － △20,530 － △20,530

自己株式の処分 － － 0 － － 0 － 0

株式報酬取引 － △100 1,426 △105 － 1,221 － 1,221

剰余金の配当 － － － △24,882 － △24,882 △861 △25,743

利益剰余金への振替 － － － 13,066 △13,066 － － －

非支配持分の取得及び売
却による増減額

－ △2,436 － － － △2,436 △1,205 △3,641

子会社の取得及び売却に
よる増減額

－ △8,925 － 8,930 △5 － △144,659 △144,659

その他 － 513 － △28 △502 △17 － △17

2025年 9月30日残高 325,638 210,648 △578,830 1,959,951 55,614 1,973,021 18,117 1,991,138

（単位：百万円）

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

自己株式
利益
剰余金

その他の
資本の
構成要素

合計

2026年 4月 1日残高※ 325,638 107,483 △10,827 1,533,254 73,239 2,028,787 19,672 2,048,459

中間利益 － － － 82,581 － 82,581 1,561 84,142

その他の包括利益 － － － － 23,974 23,974 △112 23,862

中間包括利益 － － － 82,581 23,974 106,555 1,449 108,004

自己株式の取得 － － △32,832 － － △32,832 － △32,832

自己株式の処分 － － － － － － － －

株式報酬取引 － △1,926 2,947 △9 － 1,012 － 1,012

剰余金の配当 － － － △60,717 － △60,717 △1,193 △61,910

利益剰余金への振替 － － － 24,025 △24,025 － － －

非支配持分の取得及び売
却による増減額

－ △1 － － － △1 － △1

子会社の取得及び売却に
よる増減額

－ － － － － － △88 △88

その他 － 3 － △64 － △61 － △61

2026年 9月30日残高 325,638 105,559 △40,712 1,579,070 73,188 2,042,743 19,840 2,062,583

（３）要約中間連結持分変動計算書
前中間連結会計期間（自　2025年 4月 1日　至　2025年 9月30日）

当中間連結会計期間（自　2026年 4月 1日　至　2026年 9月30日）

※当期首における資本剰余金の金額は、企業結合にかかる暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

- 5 -

富士通（株）（6702）
2027年3月期　第2四半期（中間期）決算短信



（単位：百万円）

 前中間連結会計期間
(自　2025年 4月 1日
　至　2025年 9月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年 4月 1日
　至　2026年 9月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

継続事業からの税引前中間利益 154,952 118,011

非継続事業からの税引前中間利益 146,888 －

税引前中間利益 301,840 118,011

減価償却費、償却費及び減損損失 62,548 69,286

引当金の増減額（△は減少） 4,788 △5,399

退職給付に係る資産及び負債の増減額 △5,665 △7,943

受取利息及び受取配当金 △6,557 △7,471

支払利息 2,934 1,525

持分法による投資損益（△は益） △45,305 △3,176

子会社株式売却益（△は益） △142,544 △4

売上債権の増減額（△は増加） 412,104 384,868

契約資産の増減額（△は増加） △139,602 △149,387

棚卸資産の増減額（△は増加） △47,409 △119,740

仕入債務の増減額（△は減少） △81,030 4,730

契約負債の増減額（△は減少） 7,170 3,451

未払金の増減額（△は減少） △69,563 △57,643

その他 △35,093 △56,368

小計 218,616 174,740

利息の受取額 4,095 4,800

配当金の受取額 2,453 3,010

利息の支払額 △2,993 △1,584

法人所得税の支払額 △54,524 △51,819

営業活動によるキャッシュ・フロー 167,647 129,147

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産及び無形資産の取得による支出 △60,461 △78,036

有形固定資産の売却による収入 18,111 17,348

子会社及び持分法適用会社並びに事業の売却による収支 298,316 964

短期投資の純増減額（△は増加） 3,588 13,000

その他 △490 4,725

投資活動によるキャッシュ・フロー 259,064 △41,999

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金等の純増減額（△は減少） △46,942 556

リース負債の支払額 △21,142 △21,586

自己株式の取得による支出 △20,530 △32,832

親会社の所有者への配当金の支払額 △24,882 △60,717

その他 △1,332 △4,963

財務活動によるキャッシュ・フロー △114,828 △119,542

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 311,883 △32,394

現金及び現金同等物の期首残高 320,099 450,366

現金及び現金同等物の為替変動による影響 15,655 △4,583

現金及び現金同等物の中間期末残高 647,637 413,389

（４）要約中間連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）要約中間連結財務諸表に関する注記事項
 （継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報）
（１）報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高経営意思決

定機関が、経営資源の配分の決定及び業績評価のために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、経営組織の形態、製品・サービスの特性に基づき、複数の事業セグメントを集約した上で、「サービスソ

リューション」、「ハードウェアソリューション」、「ユビキタスソリューション」の3つを報告セグメントとして

おります。各報告セグメントに含まれる主な製品及びサービスの種類は以下のとおりであります。

①　サービスソリューション

Uvanceを中心とした、グローバル共通の価値提供サービスの創出・提供を行っております。当社は、お客様の業

種・業務に対する深い理解に基づいてサービスの提供及び実装を行うため、各地域において、グローバルに業種軸

でサービスを展開しており、「エンタープライズ」（自動車、製造、流通・小売 他）及び「パブリック」（官公

庁・自治体、防衛、金融、ヘルスケア 他）により構成されています。

②　ハードウェアソリューション

ICTの基盤となる、サーバやストレージシステムなどのハードウェアの販売及び保守サービスを中心とする「シ

ステムプロダクト」と携帯電話基地局や光伝送システムなどの通信インフラを提供する「ネットワークプロダク

ト」により構成されています。

③　ユビキタスソリューション

パソコンなどの「クライアントコンピューティングデバイス」により構成されています。

（２）報告セグメントごとの売上収益、利益又は損失の金額の算定方法

報告セグメントごとの損益は、「調整後営業利益」を記載しております。「調整後営業利益」は、「営業利益」か

ら事業再編、事業構造改革、M&A等に伴う損益ならびに制度変更等による一過性の損益を控除した、本業での実質的

な利益を示す指標です。

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、前年度において適用したものと同一であります。

当社グループの資金調達（金融収益及び金融費用を含む）及び持分法による投資利益については当社グループ全体

で管理しているため、事業セグメントに配分しておりません。

セグメント間の取引は独立企業間価格で行っております。
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報告セグメント

消去・全社 連結計サービス

ソリューション

ハードウェア

ソリューション

ユビキタス

ソリューション
計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
売上収益

外部収益 1,051,028 388,029 113,189 1,552,246 14,296 1,566,542

セグメント間収益 15,478 36,784 － 52,262 △52,262 －

収益合計 1,066,506 424,813 113,189 1,604,508 △37,966 1,566,542
調整後営業利益 119,622 12,525 21,744 153,891 △32,564 121,327

事業再編・事業構造改革費用 △13,873

M&A関連費用 △2,109

営業利益 105,345

金融収益 7,634

金融費用 △3,332

持分法による投資利益 45,305

継続事業からの税引前中間利益 154,952

報告セグメント

消去・全社 連結計サービス

ソリューション

ハードウェア

ソリューション

ユビキタス

ソリューション
計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
売上収益

外部収益 1,126,606 397,069 89,766 1,613,441 12,917 1,626,358

セグメント間収益 2,839 52,038 120 54,997 △54,997 －

収益合計 1,129,445 449,107 89,886 1,668,438 △42,080 1,626,358
調整後営業利益 133,769 4,503 13,410 151,682 △37,721 113,961

事業再編・事業構造改革費用 △2,273

M&A関連費用 △4,086

営業利益 107,602

金融収益 9,488

金融費用 △2,255

持分法による投資利益 3,176

継続事業からの税引前中間利益 118,011

（３）報告セグメントごとの売上収益、営業利益及びその他の項目の金額に関する情報

（中間連結会計期間）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　前中間連結会計期間（自 2025年4月1日　至 2025年9月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　当中間連結会計期間（自 2026年4月1日　至 2026年9月30日）

（注）１．売上収益における「消去・全社」は、主に当社グループ向けにサービスを提供するコーポレート系子会社の

外部収益及びセグメント間取引の消去であります。

（注）２．調整後営業利益における「消去・全社」には全社費用（富士通研究所など各セグメントに属さない全社共通

の先進的先行研究開発、グローバルグループベースでの社内DX投資等のグループ共通の事業成長投資、共用

資産等の売廃却）及びセグメント間取引の消去等が含まれております。

（注）３．事業再編・事業構造改革費用とは、将来の収益性改善や損失回避を目的として、事業構造を大幅に見直すた

めに必要な一過性の損益です。

（注）４．M&A関連費用は、企業結合に係るアドバイザリー費用・PPAにより識別された無形資産の償却費・費用処理さ

れるアーンアウト等の費用です。
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